
 

東海米粉食品普及推進協議会会則 

 

 

（名 称） 

第１条 この協議会は、東海米粉食品普及推進協議会（以下「協議会」という。）と称

する。 

 

（目 的） 

第２条 協議会は、東海地域（岐阜県、愛知県及び三重県をいう。以下同じ。）におい

て、米穀の新規需要に結びつくと期待される米加工の新技術の推進並びに国産米を原

料とした米粉及び米粉加工食品（以下「米粉食品等」という。）の普及推進を図るこ

とを目的とする。 

 

（事 業） 

第３条 協議会は、前条の目的を達成するため、次の各号の事業を行う。 

一 米粉食品等に関する情報の収集及び提供 

二 米粉食品等に関するセミナー等の開催 

三 米粉用途別基準及び米粉製品の普及のための表示に関するガイドラインに基づく

ノングルテン表示ルールの周知、啓発・普及 

四 会員相互の情報交換等 

五 日本米粉協会への参画及び連携 

六  他団体、東海農政局等官公庁との連絡調整、協調 

七 その他協議会の目的を達成するために必要な事業 

 

（会 員） 

第４条 協議会の会員は、東海地域に住所を有する個人及び東海地域に事業所等を有す

る団体・企業とする。ただし、東海地域以外に住所を有する個人及び東海地域以外に

事業所等を有する団体・企業であっても、協議会の目的に賛同する場合は、会長の承

認を得て会員として参加できるものとする。 

２ 協議会の会員は、次の２種類とする。 

（１） 正会員   協議会の目的に賛同し、入会登録を行った個人及び団体・企業で、

総会における議決権を有するもの 

（２） 準会員   協議会の目的に賛同し、入会登録を行った個人及び団体・企業で、

総会における議決権を有しないもの 

 

（入 会） 

第５条 協議会に会員として入会しようとする者は、協議会事務局に対し入会申込書を

提出し、登録を受けなければならない。登録した事項に変更があった場合も同様とす

る。 

 

（会 費） 

第６条 協議会の会費は年会費とし、正会員は、事業年度当初に次に掲げる額を納入し



なければならない。 

（１） 個人     1,000 円 

（２） 法人及び団体 5,000 円 

 

（退 会） 

第７条 会員は、退会届を提出し任意に退会することができる。 

２ 会員が、次の各号のいずれかに該当したときは、退会したものとみなす。 

一 個人会員であって、本人が死亡したとき 

二 法人及び団体会員であって、当該法人及び団体が解散したとき 

三 会費を１年以上納入しないとき 

 

（除 名） 

第８条 会員が次の各号のいずれかに該当する場合は、総会の議決によって当該会員を

除名することができる。 

一 この会則その他の規則に違反したとき 

二 この協議会の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき 

三 その他除名すべき正当な事由があるとき 

 

（総 会） 

第９条 協議会の総会は、正会員をもって構成し、毎年１回開催するものとする。ただ

し、必要があるときは、臨時に総会を開催することができる。 

２ 総会は、会長が招集する。 

３ 総会は次の各号に掲げる事項について審議する。 

一 会則及び事業等の改廃 

二 事業計画並びに収支予算及び決算 

三 協議会の解散 

四 役員の選任及び解任 

五 その他協議会の運営に関し必要な事項 

４ 総会の議長は、会長がこれにあたる。 

５ 総会の決議は、正会員の２分の１以上が出席し、出席者の過半数をもって行うこと

とする。ただし、可否同数のときは議長の決するところによる。 

６ 総会に出席できない正会員は、委任状を協議会に提出することにより、代理人をも

って議決権を行使することができる。ただし、１代理人につき１名の会員までとする。 

 

（議事録） 

第１０条 総会の議事については議事録を作成する。 

 

（役 員） 

第１１条 協議会に次の役員を置く。 

   会 長 １名 

   副会長 ２名 

   幹 事 ６名 

   監査役 １名 



 

（役員の選出及び任期） 

第１２条 役員は、総会において正会員の中から選任する。 

２ 役員の任期は１年間とする。ただし、再任は妨げない。 

３ 任期途中交代による後任役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（役員の職務） 

第１３条 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

３ 監査役は、協議会の会計を監理し、会計監査報告を行う。 

 

（幹事会） 

第１４条 幹事会は会長、副会長及び幹事をもって構成する。 

２ 会長は必要に応じて幹事会を開催することができる。 

３ 幹事会の議長は会長があたり、総会で委任された事項、総会の起案、その他会長が

必要と認める事項について協議する。 

 

（会 計） 

第１５条 協議会の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月 31 日に終了する。 

２ 協議会の運営に必要な経費は、会費及びその他収入をもって充てる。 

３ 会長は、協議会の運営に必要な経費について、総会の議決を得て、正会員から徴収

することができる。 

 

（事業報告及び決算） 

第１６条 会長は、毎事業年度終了後、事業報告書、収支計算書を作成し、監査役の監

査を経て総会の承認を得なければならない。 

 

（事務局） 

第１７条 協議会の事務局は、愛知県パン協同組合（愛知県名古屋市中区）に置く。 

 

（雑則） 

第１８条 この会則に定めるほか、協議会の運営に必要な事項については，会長が別途

定める。 

          

       平成１５年 ６月 ５日 承認 

       平成１７年 １月２６日 改正 

       平成２３年 ９月 １日 改正 

平成３１年 １月２９日 改正 


